





























































商行為法・保険法・海商法 P.８４～８５，石井照久・鴻常夫 商法総則 P.４９～






































































































































































































る（最判平成５・２・２６ 群馬弁護士会編 火災の法律実務 P.３２５－６，京都

































































































































































































































裁は，本件被保険者は，形式的には X１と X２であるものの，実質的には X１
と X２から包括的代理権を与えられこれを全面的に管理し使用収益をして利





















































































































































































































































































る。」（法理論と保険実務との架橋 西島梅治 ジュリスト，７５６号 P.１１４）。































































３００ 松山大学論集 第１７巻 第１号
勢を構築し，全役職員に対して法令等の遵守について教育・指導の充実・強化を図るよう
「業務改善命令」（保険業法１３２条１項の規定に基づく処分）を発動した。
３）日本経済新聞平成１７年２月２６日の社説「安心を売り損なった明治安田生命」および「明
治安田に改革迫る」の記事によれば，このような違法募集の背景には，縮小する市場で約
２７万人の営業職員が顧客を奪い合う激しい競争があり，明治安田特有の問題とは言い切れ
ない。営業職員は生保間を渡り歩くケースも多く，目先の数字を上げるため違法勧誘する
のは他の生保でも起こりうるとし，「業界全体の問題に発展する恐れがある」と懸念する
生保幹部もいるという記事を掲載している。
４）金融庁では，保険商品の販売勧誘のあり方等を適正なものにするため，募集時の説明の
あり方，保険契約における適合性原則の遵守，公正な競争を促す比較広告の容認等につい
て協議検討する検討チームを設けることになった。
火災保険の免責事由 ３０１
